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債務者・被告
• 101 TOWNSEND, SAN 

FRANCISCO, CA 94107
• CLOUDFLARE, INC.
• CEO MATTHEW PRINCE
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準拠法
•通則法１７条
•不法行為によって生ずる債権の成立及び効力は、加害行為の結
果が発生した地の法による。ただし、その地における結果の発
生が通常予見することのできないものであったときは、加害行
為が行われた地の法による。
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削除請求：国際裁判管轄
•民訴３条の３第８号
•不法行為に関する訴え
•不法行為があった地が日本国内にあるとき（外国で行われた加
害行為の結果が日本国内で発生した場合において、日本国内に
おけるその結果の発生が通常予見することのできないもので
あったときを除く。）。
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不法行為があった地
•最決平16・4・8（民集58巻4号825頁）

• 民訴法５条９号（中略）の「不法行為に関する訴え」の意義について
は、民法所定の不法行為に基づく訴えに限られるものではなく、違法
行為により権利利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある者が提
起する侵害の停止又は予防を求める差止請求に関する訴えをも含むも
のと解するのが相当である。

•最判平26・4・24（民集68巻4号329頁）
• 民訴法３条の３第８号の「不法行為があった地」は，違法行為が行わ
れるおそれのある地や，権利利益を侵害されるおそれのある地をも含
むものと解するのが相当である。
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開示請求：国際裁判管轄
•民訴３条の３第８号（不法行為に関する訴え）

• 発信者情報開示請求権は法定請求権であり、不法行為に関する訴えで
はない、と東京地裁民事９部では考えているらしい

•民訴３条の３第４号
• 日本において事業を行う者（日本において取引を継続してする外国会
社（会社法（平成十七年法律第八十六号）第二条第二号に規定する外
国会社をいう。）を含む。）に対する訴え
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日本において事業を行う者
•ウェブサイト上の記載が日本
語でなされており、日本から
当該ウェブサイトにアクセス
が可能である場合には、「日
本において事業を行う者」に
対する、「日本における業務
に関する」訴えに該当する
（野村昌也「東京地方裁判所
民事第9部におけるインター
ネット関係仮処分の処理の実
情」判タ1395号27頁）
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国内土地管轄
•削除請求

• 民訴５条９号（不法行為に関する訴え）
• 不法行為があった地
• ウェブサイトは日本全国で閲覧可能であるため、この閲覧行為によっ
て損害が発生すると捉えるならば、日本全国が「損害の発生した土
地」と観念することもできなくはない（前掲判タ26頁脚注4）

•開示請求
• 民訴１０条の２（この法律の他の規定又は他の法令の規定により管轄
裁判所が定まらないとき）

• 民訴規則６条の２（法第十条の二（管轄裁判所の特例）の最高裁判所
規則で定める地は、東京都千代田区とする）
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